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1. 事例紹介の位置づけ
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本日のご共有事例の位置づけ

本日は、これまでの研究会での議論に対し、「継続的な資金還流による持続性の向上」

「エコシステム構築のための環境づくり」の2つの視点から、関連する事例をご紹介する

多様な

こどもサ
ポート

生成AI
活用

探究的な
学び 学びの

個別

最適化

放課後の
学びの場

学びと社会連携

これまでの研究会の議論

本日のご共有事例の位置づけ

• これまで「多様な学びの場」「伸ばす学び・はみでる学び」の

創出に向けて、自治体・学校と企業・団体の教育分野におけ

る多様な連携の在り方について、議論してきた

• 特に、公平性から「伸ばす学び」への予算措置が困難である

ことや、企業・団体の教育分野への支援のメリットが不足する

課題に対し、様々な持続可能な仕組みを議論した

• 本日は、引き続き【❶ 教育分野における継続的な資金還流
による持続性の向上】について、ソーシャルファイナンススキームの

活用の可能性や、継続支援を促すコミュニケーション手法に関

する事例をご紹介する

• また【❷ 公教育と民間企業・団体が連携したエコシステム構
築のための環境づくり】について、支援の受け皿となる中間支

援組織、自治体・学校と民間をつなぐ人材の育成、学びと社

会の接点となる既存施設等の有効活用、に関する事例をご紹

介する

イノベーション創出

多様な学びの場

（ビュッフェ型の学び）

伸ばす学び・はみ出る学び

❶ 教育分野における

継続的な資金還流

による持続性の向上

❷ 公教育と民間企業

・団体が連携した

エコシステム構築の

ための環境づくり
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事例紹介サマリー

本日ご紹介させて頂きたい事例は大きく5項目。本事例を参考にして、今後の取組に必要と
なる具体的なアクションについて議論を深めたい

ｖp.24 ④ 自治体・学校と民間をつなぐ人材の育成

ｖ

ｖ ｖ

p.17 ③ 支援の受け皿となる中間支援組織

ｖ

ｖ

p.28 ⑤ 学びと社会の接点となる既存施設等の有効活用

• 外部組織の組成・活用（長野県みらい基金、海士町未来

投資基金、三豊市文化・スポーツ振興事業団、やまがたAI部）

• 内部人材・組織の変革（鎌倉市、加賀市）

• 教育者同士の交流（教育と探求社、こたえのない学校）

• 教育現場と外部交流（Teach for Japan、経済広報センター）

• 学校の複合施設化

（北海道安平町立早来学園、京都御池中学校）

• 学校施設の放課後活用（千葉市アフタースクール）

• ファンド運用モデル（神山まるごと高専）

• 公的資金の活用（PFI：千葉市少年自然の家、調和小学校、

PFS / SIB：池田市フリースクール、フィンランド 雇用支援）
p.7

p.11 教育分野への継続支援を促す コミュニケーション • インパクト評価（六本木アートナイト、高校生レストラン）② 教育分野への継続支援を促すコミュニケーション手法

① ソーシャルファイナンススキーム活用の可能性

❶ 教育分野における継続的な資金還流による持続性の向上

❷ 公教育と民間企業・団体が連携したエコシステム構築のための環境づくり

5
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2. 教育分野における継続的な資金還流による持続性の向上
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① ソーシャルファイナンススキームの活用の可能性
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ファンド運用モデルの活用事例：神山まるごと高専

「神山まるごと高専」では、そのビジョンに企業が共感し、多くの出資を集めることに成功。更に
ファンドを通して資金を運用し、安定的な奨学金給付の実現を目指している

特徴的な取組概要

給付型奨学金は、企業からの出資や寄付を原資に、ファンド運用し安定供給を目指す

• 家庭の経済状況に左右されずに可能性を秘めた子どもたち誰もが目指せる学校にするため、

給付型奨学金を用意

• 学校のコンセプトに共感した11社の民間企業（スカラシップパートナー）が、1社10億円を拠出

することで、100億円相当の奨学金基金を組成

• さらに、各企業から拠出された資金を一般社団法人神山まるごと奨学金基金という基金を介し

て運用するスキームを採用し、奨学金を安定的に給付することができる環境を整備

学校種 • 高等専門学校

開校時期 • 2023年4月

場所 • 徳島県名西郡神山町

取組 • テクノロジー×デザイン×起業家精神により、
人間の未来を変えることがコンセプト

• 寮生活、毎週起業家が登壇する授業、

地域での課外活動など特徴的な学習
環境も整備

民間企業
一般社団法人

神山まるごと奨学金基金

学校法人神山学園 学生

投資運用

会社
出資 運用委託

運用益を寄付

奨学金

給付
大企業や経営者

がビジョンに共感

神山まるごと高専：ファンド運用モデルによる資金の安定供給

出所：神山まるごと高専HP、ヒアリングをもとにDTC作成
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成果連動型の公的資金活用事例（Pay For Success：PFS / Social Impact Bond：SIB）

「大阪市 池田市フリースクール運営事業」や「フィンランド タンペレ市 若者への教育・雇用支援
事業」では、活動の成果に応じて報酬を支払うことで、公的資金を効率的に活用している

「フリースクールへの平均出席日数」に目標値を定め、

その達成度に応じて報酬を払うことで、効率的に資金利用

大阪府 池田市：フリースクール運営による子どもの笑顔創出PJ

「20~25歳の課税所得」など中長期的で、

プラスαの指標にも目標値を設定し、効率的に資金利用

フィンランド タンペレ市：若者への教育 / 雇用支援事業

1 事前の資金提供

2 フリースクール事業

3 月あたり登校日を評価

4 400万~900万/年

のレンジで成果報酬

事前の

資金提供
Social Value 

Japan / トイボックス

こども

厚労省
社会的投資

推進財団

フ
ァ
ン
ド

レ
イ
ジ
ン
グ
協
会

1

2

3

フリースクール

サービス提供

評価

4

4

成果報酬

（後払い）

2018年~2019年

事前の

資金提供
児童福祉

中央連盟

養護施設

にいる若者

タンペレ市 個人・銀行

国
立
医
療
福
祉

研
究
所

1

2

3

自立支援

サービス提供

評価

4

4

成果報酬

（後払い）

1 事前の資金提供

2 コーチング、就労支援等

3 学習達成度、

若者の幸福度、

20~25歳の課税所得

4 成果報酬

• 不登校等困難を抱える子どもたちを対象として、教育相談
及びフリースクール事業をSIBの仕組みを用いて実施

• 児童のフリースクールへの「月あたり登校日」を10日と設定し、
80%の8日が達成できれば上限の900万円、下限を400万円
として達成度に応じて支払う成果報酬スキームを採用

• 養護施設(出身者含む)の若者を対象として、自立支援サー
ビス事業をSIBの仕組みを用いて実施中（2021~2030年）

• 「後期中等教育（*日本の高校教育に相当）の達成度」、
「20~25歳の課税所得」、「若者の幸福度」に目標値を設定
し、達成度に応じて支払う成果報酬スキームを採用

概要

参考

概要

参考

出所：一般財団法人社会変革推進財団(2020)「日本における成果連動型民間委託契約の実態把握に係る調査研究」、タンペレ市HPをもとにDTC作成
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調布市立調和小学校 整備並びに維持管理及び運営事業 千葉市少年自然の家整備事業

第5回研究会10

一括発注方式による公的資金活用事例（PFI：Private Finance Initiative）

「調布市 調和小学校整備・運営事業」や「千葉市少年自然の家整備事業」では、設計~建設~
運営まで一気通貫して事業者に発注することで、効率的な公的資金の活用を実現

出所：文部科学省「調布市立調和小学校整備並びに維持管理及び運営事業(2001)」、「地域振興に有効な教育実践の社会経済的効果測定に関する実証研究(2017)」をもとにDTC作成

概要 • ２つの小学校を統合するかたちで新たに学校施設を建設。

地域に開かれた特色ある学校づくりのため、設計～運営まで
一気通貫して事業者に発注（PFI方式）

• PFI事業者が、授業外時間はプールや体育館を200円/hで市
民開放することで、サービスの質向上を実現

参考

概要 • 少年育成と市民交流の施設を、設計～運営まで一気通貫
して事業者に発注（PFI方式）し、財政負担縮減を企図

• また、千葉YMCAが農山村留学等の体験学習を通じた自然
学習や、田植え等の地域ボランティアとの連携による学習プ
ログラムを開発・提供

参考

プール・体育館を活用したサービス提供を行うことで

施設の効率的な活用・サービスの質向上を実現

所謂“市民交流・文化施設”の運用に当たって、

教育サービスを実施することも可能

学習プログラムの開発・提供

農山村留学
田植え・

稲刈り等

千葉市 金融機関

伊藤忠

商事

千葉

YMCA

伊藤忠アーバン

コミュニティ

融資契約委託料

直接協定

住民・学校

利用料サービス提供

利用料

PFI事業者（SPC）
委託契約
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② 教育分野への継続支援を促すコミュニケーション手法
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教育分野への支援・投資の「課題」と「コミュニケーション手法の類型」

継続的な教育分野への多様な支援・投資を獲得するためには、「ステークホルダーの性質」に
応じたコミュニケーション手法を取り入れていくことが重要である

教育分野への支援・投資の「課題」 教育分野への支援・投資を促す「コミュニケーション手法の類型」

大口支援者

継続支援者

リピーター支援者

潜在支援者

1回目の支援者

• 継続寄付

• 協同プロジェクト実施

• 遺贈寄付

• 大口寄付

• 単発での寄付

• ボランティア参画

• SNSをフォローする
• イベントへの参加

• 記事を読む

教育分野へのヒト・モノ・カネの支援・投資事例は
創出されつつあるが、その「継続性」に課題が残る

「継続的」な支援・投資を誘引するためには、「支援者の性質」に応じて、多様なコミュニケーション手法を

組み合わせ共感を獲得し続けることが重要

ナラティブ ロジカル

解決すべき課題の構造・原因

や活動内容・効果を説明する

対話

手法

受益者から、支援者に

向けて、得られた成果や

感謝の気持ちを伝える
手紙やメッセージを送る

活動によってもたらされ

た変化をロジックや、経

済価値に変換し、論理
的に伝える

教育分野における活動

や実施体制を、事実に
基づき整理・報告する

受益者1人を、〇〇さん
として取り上げ、その人

が抱える困難と、困難

が解消された姿をストー
リーとして語る

お礼のメッセージ 1人称の成長ストーリー 事業活動報告 社会的インパクト評価

ROI
1.9X

受益者に実際に起きた変化を

情緒的・物語性をもって伝える 企業・団体

・自治体
個人

本日事例紹介
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社会的インパクト評価とその意義

企業や団体から支援・投資を獲得する手段として、「社会的インパクト評価」を活用する事例
もある。より成果の高い事業を継続的に実施する一助となる

社会的インパクト評価とは 社会的インパクト評価の意義

活動の結果から生じた「社会的・ 環境的な変化、便

益、学び、その他効果」を定量的・定性的に把握し、

事業や活動について評価すること

社会的インパクト評価を用いて、より成果の高い事業を継続的に実施することが可能になる

ⅰ. 事業の質向上：事業や活動における学び・改善に活用すること（Improve）

ⅱ. 外部の巻き込み：事業や活動の利害関係者に対する説明責任を果たすこと（Prove）

一般的な社会的インパクト評価プロセス

データ分析データ収集
アウトカム

選定

ロジックモデル

構築

ロジックモデル

ケーススタディ

SROI

・・・

予算/人
的リソース

学習支援
プログラム

基礎知識
の向上

希望する
進路選択

経済的

自立

インプット アウトプット
短期

アウトカム

中間

アウトカム
インパクト

多様なプ

ログラムの
整備

・・・

社会情動

的能力の
向上

・・・

手法 教育分野におけるロジックモデル例

社会的インパクト評価の手法

出所：Social Value Japan/SIMI（社会的インパクト・マネジメント・イニシアチブ）HPをもとにDTC作成

外部

支援者

ⅰ. 事業の質の向上（Improve） ⅱ. 外部の巻き込み（Prove）

ヒト・モノ・カネ事業成果

事業成果事業活動 共通のゴール
周囲

の人

受益者

事業

主体

外部

委託者

地域

自治体

寄付者

中間支援

団体

企業

資金

提供者

事業

活動
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六本木アートナイト：継続的なステークホルダーへの影響評価 三重県高校生レストラン：部活動の貨幣価値換算
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社会的インパクト評価事例

「六本木アートナイト」や「三重県高校生レストラン」の事例では、事業・活動の成果をロジック
モデル / SROIとして公表し続け、継続的な運営を実現してきた

多様なステークホルダーを含めた共通の全体目標を対外的

に示すことで、納得感のある取組を継続して実現

概要 • アート祭典の事業効果について、有識者との議論を通じて、社
会的インパクト評価指標を作成し、2016年から継続して計測

• 評価対象は、受益者としての来場者だけではなく、協賛企業・

地域住民・アーティスト等の関係者も含めて体系化し、多様な
ステークホルダーへのアカウンタビリティの向上を目指す

参考

学校と町の双方にもたらされる事業効果を見える化し、

Win-Winな関係を構築

概要

参考

• 三重県立相可高校の部活動として、レストランを運営する取組
で得られる効果についてSROI*評価を実施

• 実習の場が欲しい学校と、農業振興を狙う町の想いが重なり、

町がレストランの建設費等の大半を費用負担し、ランニングコス
トは相可高校で負担し、協働で実施

2016年~評価を継続
ロジックモデル

•来場者

•訪日外国人

•企業等協賛社

•地域住民

• アーティスト

•東京都・文化

庁・・

•来場者ア

ンケート

• インタビュー

• アンケート

• インタビュー

来
場
者

関
係
者

•来場者

•訪日外国人

•企業イメージの向上

•美術館、芸術祭への訪

問頻度の増加

• キャリアアップ

•都市の芸術文化を国

内外へ発信

ステークホルダー データ収集 アウトカム指標例
ロジックモデル

社会的価値

約1.9億円

投入額

約0.9億円

SROI
2.04

•技術力の向上

•学校や町が注目を

浴びる機会が増え

る

•生徒の地域への

関心・愛着が増す

•下積み相当の年収

約20万円

•広告掲載料（新聞：

約13.5万円/テレビ：

約230万円）

•移住者を呼び込むコス

ト（約25万円）

生
徒

地
域

•約2,500

万円

•約1.6億

円

•約250万

円

アウトカム
データ代理指標

（金銭価値）

H17→H28

社会的価値

出所：六本木アートナイト実行委員会HPをもとにDTC作成 出所：文部科学省「地域振興に有効な教育実践の社会経済的効果測定に関する実証研究」をもとに DTC 作成

*Social Return on Investment
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SIMI：

社会的インパクト評価ツールセット*1

野村グループ：生成AIを活用した標準

指標生成/アウトカム指標の抽出*2

株式会社VisionWiz：

画像認識・生成AIによる感情のデータ化*3

第5回研究会15

インパクト評価導入/実践における課題と先進的な取組

インパクト評価の導入と実践には、その運用コストの大きさに課題が残るが、「指標一覧の作
成」や「生成AI・画像認識技術の活用」など、簡便化に向けた取組も存在

出所：*1 ) SIMI(2017)「社会的インパクト評価ツールセット 教育」、*2) 野村グループ(2023)『財界観測』「持続的成長性の可視化と株価に内包されたインパクトの定量化」、*3) 株式会社VisionWiz

(2024)「「画像×生成AIを用いた幼児教育・保育現場のリスク・学習個性の把握」をもとにDTC作成

先
進
的
な
取
組
事
例

導
入 / 

実
践

の
課
題

✓ロジックモデル・評価指標の設計が難しく、

活動に適した指標を選択することができない
✓評価に必要なデータ収集コストが膨大でかつ、
客観的データを取得するのが難しい

✓教育分野におけるインパクト評価をどのように
実施してよいか分からない

導入検討 事業実施/データ収集・評価評価方法の設計

• 企業価値の測定を簡便化するために、生成
AIを活用し、事業者情報から、アウトカムの
標準カタログを生成

• さらに事業者に適したアウトカム指標も抽出

• インパクト・マネジメントの普及を推進するSIMI
では、「社会的インパクト・マネジメント・ガイド
ライン」を整備

• 教育分野においても、ロジックモデル例や成果
指標の例など、導入時の参考情報を掲載

• 幼児の活動を画像認識技術を活用し、

自動撮影

• 撮影された画像を生成AIで分析し、
幼児の行動や心理状態の理解を深化

社会的

インパクト

評価ツールセット

（教育）

有識者

とSIMIにて
作成

心理尺度

学力

テスト等

• 学力向上

• 社会情動的能力

• 基礎的知識・技能

• 思考力・判断力等

• テスト

• 学習意欲尺度

アウトカムカテゴリ アウトカム 指標

標準指標カタログ

環境
• Co2排出削減

•燃費向上

安全
•死亡事故の減少

•故障数の減少

A社
•温室効果ガス削減

•製品耐久性向上

B社
•新規雇用創出

•情報セキュリティの強化

事業者に合わせたアウトカム指標
生成AI

自動車製造

メーカーの

情報

幼児の行動

A君

B君

内容 興味

真似する

笑う

大

中

・
・
・

・
・
・

・
・
・

画像

認識

×

生成AI

分析結果レポート子どもの様子を

自動撮影
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3.公教育と民間企業・団体が連携したエコシステム構築のための環境づくり
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③ 支援の受け皿となる中間支援組織
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地域のリソースコーディネーター

（ヒト・モノ・カネ・情報）

学校

公民館

児童

生徒

企業

/NPO

市民

/OB・

OG

行政

第5回研究会18

学びと社会の連携を促すコーディネーターの全体像

学びと社会の連携を推進するために必要となる“地域リソースのコーディネート機能”について、

人材面・制度面での工夫を凝らして実現する事例をご紹介する

地域におけるコーディネート機能

• 寄付の獲得・配分や、企業との協働など、学びと社会の連携を実
現するには各種多様なリソースを「コーディネート」する機能が必要

人材・制度の限界を乗り越える事例

• 特に地方部では「コーディネーター機能が不足している」と指摘される一方で、実際
には様々な限界により実現できていない地域が多いのが実情

• 本日は工夫により限界を乗り越えようとしている事例をご紹介

外部組織と連携して自治体が抱える制約を打破
(予算単年度主義、公平性、人的リソース 等)

外部人材を確保することで多様なリソースをうまくコーディネートする
体制を整備

外部機関への基金設置等に

より寄付受け皿を整備

多様な企業によるコンソを

組成し、学びの場を提供

• 長野県みらい基金

• 海士町未来投資基金

• 三豊市文化・スポーツ振興事業団

• やまがたAI部

ポスト・採用枠を整備
• 神奈川県鎌倉市

• 石川県加賀市

組織の工夫

人材の工夫
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外部組織活用・連携事例(1/3)

「長野県」では、県のふるさと納税とは別に、自治体とは独立した寄付の受け皿となる組織を
整備することで、地域の取組に対する支援を柔軟かつきめ細かく提供

特徴的な取組概要

公益財団法人を寄付の受け皿とすることで柔軟かつきめ細やかな運用を実現

• 長野県みらい基金を寄付の受け皿とすることで、予算単年度主義を乗り越えて、年度途中で

も各種取組に対して柔軟な支援が可能に

• 単にお金を集めるだけでなく、団体のクラウドファンディング実施を伴走支援するなど、自治体で

は公平性の観点から難しい、きめ細やかな支援を実施

• 自治体が運用する「ガチなが」はふるさと納税を活用した学校教育へ、長野県みらい基金は行

政支援が及びにくい取組(体験学習提供, フリースクール整備等)の資金調達を支援

時期
• 2013年度~取組開始

(2018年度より公益財団法人に移行)

取組 • 県直営のふるさと納税サイト「ガチなが」に加
えて、(公財)長野県みらい基金が運営する
「長野県みらいベース」において、NPO等が実
施する広範な取組のクラファンを支援

長野県：長野県みらい基金

＜支援体制(イメージ)＞

長野県みらい基金

長野県

ガチなが

信州「学び」応援寄付金

長野県みらいベース

県内の学校

寄付

市民

金銭支援

NPO, 

フリースクール等

金銭支援

/クラファン実施支援

組織の工夫 人材の工夫

出所：長野県みらい基金HP、長野県みらいベースHPをもとにDTC作成

長野県みらいベースでのクラファン実施例（一部）

サードプレイスにおける

新聞発行・コンテンツ制作等

伊那まちBASE

1,000,000円（目標）
1,091,000円（実績）

オルタナティブスクールの設置に
係る賃借料や改修工事等

オルタナティブスクール

「まなびや」

3,540,000円（目標）
3,068,000円（実績）

白馬インターナショナル

スクール

学習手法を他学校に展開する

研修開催等

16,280,000円（目標）
14,350,000円（実績）

寄附金

の使途

金額

総額：2.2億円
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外部組織活用・連携事例(2/3)

財源を外部の受け皿（基金）にプールすることで、

年度を越え、中長期的かつ柔軟に活用可能

出所：一般社団法人海士町未来投資委員会HPをもとにDTC作成

持続的な財源確保のため、民間企業からの資金流入と

資産運用による運用益を目指すスキームを検討

「海士町」では、自治体外の組織が外部の受け皿（基金）を管理して、地域の取組に対して柔
軟な支援を実現。「三豊市」では事業団を設立した上で学びのPF基金（仮称）の設立を検討

一般社団法人海士町

未来投資委員会

未来共創基金

事業者

資金

拠出
基金を設置

海士町役場

ふるさと納税

申請

審査/評価

投資（下限500万円）

出所：経済産業省(2024)「未来の教室 三豊市放課後改革プロジェクト 最終成果報告書」をもとにDTC作成

概要

参考

概要

参考

• 地域の持続可能な発展を促進するため、ふるさと納税による

寄付金を活用し、未来につながる事業投資を行うための基金
を設置

• 基金の管理運用者は自治体ではなく、独立した団体であるこ
とから、中長期的に資金を運用できる体制を構築

• 放課後の多様な学びの機会の拡充を図るための放課後改革

を行うために事業団を設立し、必要な費用を「基金」で賄うモデ
ルを検討

• 民間企業による出資金等が基金にプールされ、基金での資産

運用により創出された運用益を生徒に還元するスキームを検討
（2024年2月時点）

一般社団法人 三豊市

文化・スポーツ振興事業団

学びのPF基金

（仮称）

学びのPF

（市内中学生）

運用益を寄付

三豊市

補助

民間企業

（パートナー）

企業版ふるさと

納税

出資

資産

運用

企業版ふるさと

納税の全額積立

牧場見学を通じて、

子どもの食育を推進

「近くで作って近くで

飲む」牛乳生産事業

市予算

地域クラブの会費や

交通費などを想定

放課後活動支援

島根県 海士町：海士町未来投資基金 香川県 三豊市：三豊市文化・スポーツ振興事業団

遊漁船事業を通じて、

海の魅力を島内外へ

発信

海が好きになるマリン

ボート事業

組織の工夫 人材の工夫

地域内/学校間での
リソースシェア等を促す

基盤的経費などを想定

PFの運用管理
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出所：山形市HP、やまがたAI部HP、内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局「デジ田メニューブック」をもとにDTC作成

外部組織活用・連携事例(3/3)

「やまがたAI部」は、行政・地元企業・大学が連携したコンソーシアムを組成することで、
意欲ある生徒向けに学びの持続的な提供を実現している

特徴的な取組概要

産学官連携コンソを組成することで、高度なAI教育の持続的な提供を実現

• 県内におけるデジタル教育環境整備の遅れに対し、産官学が連携し、コンソを設立

• 多くの企業・学校と連携することにより、人口減少していく地方部においても高度な次世代AI

教育の持続的な提供が可能になっている

• 活動のなかに、地元企業との接点が多くある（例：企業訪問、地域のものづくり企業/IT企業

の社員への相談体制整備）ため、学生の県内企業への関心を高めることにも成功している

• 2024年度からは、広島県でも「ひろしまAI部」が開始するなど、県外にも活動を拡大

時期 • 2020年8月～

取組 • 「やまがたAI部」は、県内企業、教育機関、
自治体が連携し、県内外の高校生にAIを
学ぶ機会を提供するプロジェクト

• AI教育プログラムとして、「AIプログラミング教
育」、企業へ訪問しAI導入の検討を行う
「企業訪問」、AI活用アイデアコンテストであ
る「やまがたAI甲子園」を実施

山形県：産官学連携によるAI教育

やまがたAI部 学生
参加やまがたAI部

運営コンソーシアム

行政

地元企業 大学

運営

• AIプログラミング教育
• 企業訪問

• やまがたAI甲子園

• 県内27校

• 県外15校

コンソによる

運営資金/コーチ人材/

AI学習コンテンツ等の提供

▲データサイエンティストやAI
エンジニアによる実践的学び

▼AI技術が実際用いられてい
る地域の企業の見学

13自治体

53社 4大学
参加学生がAO入試で合格、

デジタル系コンテストで

全国3位等の成果も

組織の工夫 人材の工夫
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具体的な役割（一例）

• 学校現場における探究学

習の企画・現場の伴走支

援

• 探究学習実施に向けた企

業・外部機関・他関係部

署との連携 等

第5回研究会22

新たなポスト・採用枠整備事例

「鎌倉市」と「加賀市」は、自治体内における教育行政の専門性を向上すべく、ポスト・採用
枠を設け、多様かつ優秀な人材を地域外から採用することを実現している

鎌倉市：教育行政職採用

教育行政を専門に担う役職を整備し、

採用した職員は、資金調達や探究学習の推進を担う

概要 • 鎌倉市が「教育」の専門性に特化した自治体職員を募集
（身分は一般事務職員と同様、終身雇用形態となる）

• 学校内外で精力的に教育環境の変革に取り組んできた

鎌倉市外の職員2名を採用

• なお、採用にあたってはエン・ジャパンと連携し、同社のソー
シャルインパクト採用プログラムを活用

参考 ＜教育行政職採用者＞

他地域の教員。アメリカで探究学習

プログラム立ち上げや博物館学芸員

資格の取得等の経験を有する

加賀市：教育長補佐ポスト登用

国の制度を活用し、即戦力となるコーディネーター人材をス

ポットで登用。学校と社会の連携を急速に推進

概要 • 加賀市において、総務省の地域プロジェクトマネージャー*制
度を活用し、外部から地域プロジェクトマネージャーを登用

• 教育長と共に加賀市学校教育ビジョンを策定し、一斉型授
業から「子どもが主体的に学ぶ授業」への変革を推進

• 教委と学校、更には学校と地域・企業との橋渡しの役割を
担い、これまで全23校へ伴走支援を実施

参考

地域プロジェクトマネージャー

外部連携
教員サポート

プロジェクト
設計

具体的な役割（一例）

• 探究学習の授業案作成

支援・授業振り返り

• 現場のニーズに応じた研修

実施・講師招聘

• オンライン不登校支援策実

施に向けた外部機関連携

他地域で教員として勤務しながら起

業、一般社団法人を運営。様々な

探究学習プロジェクトの実践を持つ

出所：総務省HP、石川県加賀市HP、認定特定非営利活動法人Teach For Japan HP、一般社団法人Hatch Edu HP、エン・ジャパン株式会社HPをもとにDTC作成

組織の工夫 人材の工夫

*次のページを参照

＜地域プロジェクトマネージャーの役割＞



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.23

関連する国の施策

学びと社会の連携を推進する、地域リソースのコーディネート機能実装に必要な人材を確保・
育成することに資する施策は多数存在する

第5回研究会

所管省庁 施策名称 施策概要 参考リンク支援額等

企業版ふるさと納税
(人材派遣型)

地域おこし協力隊

地域プロジェクト

マネージャー

ふるさと

ワーキングホリデー

内閣府

総務省

地域人材ネット
(地域力創造アドバイザー)

地域活性化起業人

地域学校協働活動
推進員

社会教育士

文部

科学省

• 企業版ふるさと納税の仕組みを活用し、専門知識・ノウハウを持つ企業人材を地域に派遣する制度

• 企業は人件費相当の税額控除（最大約9割相当）が受けられ、自治体は実質的に人件費を負
担せずに企業人材を受け入れ、地方創生のより一層の充実・強化を図ることが可能

• おおむね1年以上3年以下の期間、過疎地域等の条件不利地域に住民票を異動し、地域協力活
動を行う隊員に対して特別交付税措置

• 地域おこし協力隊と同様の条件で、関係者間を橋渡ししつつプロジェクトマネジメントが可能な地域
プロジェクトマネージャーに対して特別交付税措置

• 自治体が都市部の人材を一定期間（2週間～1か月程度）受け入れ、仕事や交流の場を用意

• 自治体は就労場所や滞在場所等を確保する必要があるが、当該経費については特別交付税措置

寄附金下限：10万円～

報償費：上限320万円/人
その他活動経費：上限200万円/人

報償費等：上限650万円/人

1,500 万円＋全参加者の滞在日数に 5,000 円
を乗じた額（上限） / 団体
※対象経費の詳細は推進要綱を参照

https://lfb.mof.go.jp/hokuri
ku/content/003/202110040
3.pdf

https://www.soumu.go.jp/
main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/02gyosei08_030000
66.html

https://www.soumu.go.jp/
main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/02gyosei08_040002
10.html

https://furusato-work.jp/

furusatowork_outline.pdf 
(furusato-work.jp)

民間専門家等活用：560万円/年
先進自治体職員（組織）活用：240万円/年
※上限として、1自治体当たり最大3年間

https://www.soumu.go.jp/g
anbaru/jinzai/

• 地域人材ネットに登録されている、都道府県や各府省庁等の推薦を受けた外部専門家（民間専
門家あるいは先進自治体で活躍中の職員）を、自治体が年度内に延べ10日以上又は5回以上
招へいした場合に対して特別交付税措置

報償費等：上限100万円/人
旅費：上限100万円/人

https://www.soumu.go.jp/
main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/bunken_kaikaku/02
gyosei08_03100070.html

• 自治体が、三大都市圏に所在する企業等の社員を一定期間受け入れ、地域活性化を図る取組
に対し特別交付税措置

• 企業からの派遣型だけではなく、個人の副業型も対象

ー
https://manabi-
mirai.mext.go.jp/document/
181121suishininnotebiki.pdf

• 地域住民等の中から、地域と学校の橋渡し役として活動する人を、教育委員会が委嘱

• 法律的に位置づけられた地域コーディネーターとして、学校運営への情報提供等が役割

• 社会教育の制度・仕組みの知識やコーディネート能力等を備えた人材（養成課程又は講習必須）

• 社会教育施設や教育委員会事務局等において、地域活動や市民活動の持続的発展を支援
ー

https://www.mext.go.jp/a_
menu/01_l/08052911/mext
_00667.html

出所：内閣府HP、総務省HP、文部科学省HPをもとにDTC作成

企業型

副業型

受入期間経費：上限560万円/人

https://lfb.mof.go.jp/hokuriku/content/003/2021100403.pdf
https://lfb.mof.go.jp/hokuriku/content/003/2021100403.pdf
https://lfb.mof.go.jp/hokuriku/content/003/2021100403.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000066.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000066.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000066.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000066.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_04000210.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_04000210.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_04000210.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_04000210.html
https://furusato-work.jp/
https://furusato-work.jp/wp-content/themes/furusato/assets_tsk/img/furusatowork_outline.pdf
https://furusato-work.jp/wp-content/themes/furusato/assets_tsk/img/furusatowork_outline.pdf
https://www.soumu.go.jp/ganbaru/jinzai/
https://www.soumu.go.jp/ganbaru/jinzai/
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03100070.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03100070.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03100070.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunken_kaikaku/02gyosei08_03100070.html
https://manabi-mirai.mext.go.jp/document/181121suishininnotebiki.pdf
https://manabi-mirai.mext.go.jp/document/181121suishininnotebiki.pdf
https://manabi-mirai.mext.go.jp/document/181121suishininnotebiki.pdf
https://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/mext_00667.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/mext_00667.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/01_l/08052911/mext_00667.html
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④ 自治体・学校と民間をつなぐ人材の育成

第5回研究会
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社会と学びの連携に向けた“人材連携”

社会と学びの連携を進めるために不可欠な“人と人とのつながり”が生み出される場を創出

している事例をご紹介する

自治体・学校を超えた人材連携

• 社会と学びの連携を実現するためには、教委・学校側が多様な人的リ
レーションを持つことが肝要

<教委・学校現場>

<企業・団体> <他教委・学校現場>

新規プログラム企画

/企業寄付誘引 等

先進事例共有

/共同研究・開発

人材連携を広げるための機会創出

• 社会と学校現場を繋げるきっかけとなる場は多数存在

• 本日は人材のつながりを生み出す契機となる事例を紹介

ｖｖ ｖｖｖ

フェローシッププログラム

- Teach for Japan

教員の民間企業研修

- 経済広報センター

• 臨時免許状/特別免許状制
度も活用し、多様な経歴を持
つ人材を教育現場に輩出

• 教員が企業とのリレーションを
持つことで将来的な連携の

契機に

• 全国の高校指導主事が探求
学習を学び、地域にも展開

• 自治体を超えたつながりが更
なる取組の進展へ波及

指導主事合同研修

- Teachers Initiative

• 現役教職員が協働して“探究
学習”の設計に挑戦

• アルムナイコミュニティで全国の
信頼できる仲間と交流

Learning Creator’s Lab

- こたえのない学校
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人材のつながりを生み出す契機となる事例（1/2）

「Teach for Japan」の学校現場への派遣や「経済広報センター」による教員の民間企業研修を
通じて、学校と社会を橋渡しする人材が生み出されている

フェローシッププログラム（Teach for Japan) 教員の民間企業研修（経済広報センター）

出所：認定特定非営利活動法人Teach for Japan HP、経済広報センターHPをもとにDTCにて作成

概要 • 教育を良くしたいと考える多様な人材を選考・研修し、教室
に派遣する「フェローシッププログラム」を実施

• 教職免許を持っていない人材についても、自治体と連携して
臨時免許状/特別免許状を付与し、現場に派遣

• 派遣前・中に充実した研修プログラムを提供

概要 • 学校の夏休み期間中、小・中・高等学校などの教員を対象

に、企業での人材育成に関する講義やワークショップ、施設・オ

フィス見学、社員との意見交換など、名だたる大企業が多様
な研修を開講

• 教員が企業への理解・つながりを深めて各校に持ち帰ることで、
今後の学びと社会の連携を促進

様々な経歴を持つ人材が研修を経て学校教育を経験。

アルムナイも多様な世界で教育改革に貢献

教員が企業とのつながりや協働経験を持つことで、

学びと社会連携を実践する契機に

コマツ 三菱自動車

2023年度 受入企業数：81社、参加教員数：1,351名

石川県教委と連携。地

元企業を知ることで、社

会科見学や企業プログラ

ムでの連携可能性が拡大

プログラミングを活用した

理科実験を体験。本場

メーカーでの体験をもとに

教室での実践が可能に

富士電機

実際の「商品企画」業務

の一部を教員が体験。学

校でのキャリア教育実践

の高度化に寄与

参考 参考

• 模擬授業（現場の

教員から直接フィー

ドバック

• 教員養成指標に基

づいた独自カルテに

よるリフレクション

学校現場：47.3%
教育系NPO：10.8%
民間企業：9.5%

民間企業(教育)：8.1%
起業(教育)：6.8%

留学または進学：4.1%
行政：2.7%
NGO：1.4%
その他：9.5%

海外営業(50歳)

研修受講 学校派遣（2年） 派遣後のキャリア

不動産会社

勤務

海外経験を生かし、中

学の英語教員に

小学校教諭として、街づ

くり経験を生かし地域と

の連携推進
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人材のつながりを生み出す契機となる事例（2/2）

「答えのない学校」「教育と探求社」が実施する教員・指導主事向け探究学習の研修プログラ
ムは、プログラム後もコミュニティが形成され、学びと社会の連携が継続的に推進される

指導主事研修（教育と探求社：Teachers Initiative）

出所：一般社団法人ティーチャーズ・イニシアティブHP、一般社団法人こたえのない学校のLearning Creator’s Lab HPをもとにDTCにて作成

• 教員の育成・指導を担う指導主事を対象としたプログラム

• 主体的・対話的学びを学び手として体験し、その価値や魅
力を主体的に探究する体験型プログラム

• 自治体を超えた研修で得た学びを教育現場で実践し、担
当地域の教員・子供たちの波及的な成長へと期待

イメージ

• 探究学習の専門家である藤原さと氏が開発した、教育者向
けの「良質な探究学習普及プログラム」

• 文科省職員も含む同志となったチームメンバーとともに探究的
な学びの設計にチャレンジ

• 参加者は、プログラム終了後もアルムナイコミュニティを通じて
良質な探究を実践

イメージ

キックオフ合宿

主体的・対話的な学びを

体験し教育観を更新

ラボ活動

小グループにおける教員

研修の開発・設計

実践・

リフレクション

地域の教師や同僚向け

に研修を設計・実施、成

果を共有

趣旨や課題意識を
職場で共有。

研修の提案も実施

仲間と対話により、
過去の経験への
理解が深まった

概要 概要

指導主事が集まって’探究学習’を体験し、

教員・子供たちへ波及的に学びを共有

現役教職員が協働して“探究学習”の設計に挑戦。

アルムナイコミュニティで全国の信頼できる仲間と交流

他の参加者との対
話から

多くの刺激を得た

ワークショップ・合宿

理論と実践を両輪で回して、探究学

習を実践

アルムナイコミュニティ

教育に情熱を持った仲間との交流を

SNSやオフ会などを通じて継続

継続的なコミュニティで、
学び続ける仲間ができ

る小学校教諭経営者

かけがえのない仲間ができる。
教育は先生と生徒だけのも
のではないことに気付ける
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⑤ 既存施設等の有効活用

第5回研究会
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学校施設の有効活用の現状とユースケース

本日は「社会と学びの連携」のフィールドとなる「学校施設」の更なる活用の糸口となる3事例
をご紹介する

進まない外部での活用

• 人口減少・公共施設の老朽化が進む中、社会として学校施設の更なる有効活用が

必要となっているが、ユースケースの広がりは限定的

98.7%

(72,266)

活用している

1.3%

(918)

活用できていない

96.1%

(69,465)

学校施設として活用

3.9%

(2,801)

学校以外の施設として活用

割合

(学校数)

余裕教室のうち外部に開かれた活用は

3.9%に留まる

出所：文部科学省(2022)「廃校施設等活用状況実態調査、余裕教室活用状況実態調査」及び「文教施設にかかる集約化・複合化等の調査」をもとにDTC作成

学校施設の有効活用のユースケース

• 本日は、社会と学びの連携を促進する

施設整備・活用例をご紹介

ユースケース 概要
学校施設複合化は大宗が防災と児童クラブ。

その他の事例は2割にも満たない

40.2%

(7,040)

児童クラブ

・児童館

42.7%

(7,475)
防災用

備蓄倉庫

17.1%

(2,995)

その他(公民館, 

老人ホーム, 

民間施設等) 

割合

(事例数(延べ))学校以外の施設として活用している

余裕教室の割合・数

学校施設に複合化された

施設の種類 安平町立

早来学園

京都市立

京都御池

中学校

• 学校施設のエリア分けを

通じた、学校の地域開放

を実現

• 学校統合を機に、保育

所・高齢者施設・行政機

関・照合施設を併設

千葉市

アフタースクール

• 放課後の教室を有効利

用して児童に体験活動を

提供
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ユースケースの展開例（1/3）

「安平町立早来学園」では、予約システム/スマートロックを活用することで、学校施設の地域
への開放において生じるセキュリティの問題を解消している

特徴的な取組概要

学校種 • 義務教育学校

開校時期 • 2023年4月

場所 • 北海道勇払郡安平町

取組 • 北海道胆振東部地震後の学校再建時、

「小中一貫」「複合施設化」等を同時に
実現して設立

学校施設に地域開放区域を設けることで、学校の地域開放を実現

• 義務教育学校の図書室やアトリエ等を社会教育施設と同様の機能を持たせ地域に開放

• チームラボ株式会社や専門家と連携し、地域住民も子供も集まる魅力的な施設を実現

ICTを活用した空間設計により学校とコミュニティセンターとしての機能を両立

• 児童・生徒と地域住民の入口を分け、ICTを活用した予約システムやスマートロックを導入して

セキュリティを確保(児童・生徒が利用しているときには地域住民側の入口が施錠され、地域住

民が利用しているときには、学校側の入り口が施錠)
スマートロック機能で

セキュリティ課題を解決

仕切りはガラスにすることで、地域と学校

を「分ける」のではなく「混ぜる」空間設計

北海道 安平町：早来学園

出所：安平町HPをもとにDTC作成
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ユースケースの展開例（2/3）

「京都御池中学校」では、PFI手法を活用して学校と福祉・商業施設の複合施設を整備し、
①まちの賑わい創出と②民間ノウハウによる整備コストの削減を両立している

特徴的な取組概要

学校統合を機に学校・福祉施設・商業施設等を併設し「まちづくり」の拠点に

• 学校・保育所・高齢者施設・行政機関・商業施設を併設してまちのシンボルに

• 各施設での職業体験、美術部員による保育園児への読み聞かせなど多様な学習機会を創出

PFI方式活用によりコスト削減・平準化を実現

• PFI方式により民間ノウハウを活用して整備・維持管理費を30%程度削減するとともに、事業期

間長期化により毎年の支払額を平準化し、市の財政負担を抑制

出所：京都市教育委員会(2018)「京都御池中学校・複合施設」、文部科学省「学校施設整備・活用のための共創プロットフォーム CO-SHA Platform」をもとにDTC作成

学校種 • 中学校

開校時期 • 2003年4月

場所 • 京都府京都市

取組 • 学校統合時に、地域住民が協働して

「ひとづくり・まちづくりの拠点」となる学校
を企図

• 学校と福祉・商業施設を併設する複合
施設を整備

保育園での

絵本読み聞かせ

高齢者との交流

▼地域住民・複合施設内での

交流による多様な学習機会の創出

京都府 京都市：御池中学校
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ユースケースの展開例（3/3）

特徴的な取組概要

無料/有料プログラムを組み合わせ、多数の事業者と共に多様なプログラムを提供

• 千葉市と地域の企業・団体・大学等が連携し、小学生の「安全・安心な居場所」と「多様な体

験・活動の機会」のため、放課後の教室を活用した体験的な学びの場を提供

• 多様な体験・活動の機会を提供する「体験プログラム」（原則無料）と、継続的な学びの機

会を提供する「継続プログラム」（有料）を用意。自治体負担と受益者負担を組み合わせる

ことで、持続可能に多くのプログラムを展開

(生活保護受給世帯等は利用料金を無料にするなど、世帯別の収入差にも配慮)

千葉市では、小学校敷地内で放課後児童クラブ及び放課後子ども教室を一体的に実施

無料のプログラムを用意しつつ、多様な学びの機会確保のため一部有料でプログラムを提供

学校種 • 小学校

開校時期 • 2017年度

場所 • 千葉市

取組 • 小学校敷地内において、放課後児童ク

ラブ及び放課後子ども教室を一体的に
運営

• 希望する全ての児童に「安全・安心な居

場所」と「多様な体験・活動の機会」を
提供

出所：千葉市HPをもとにDTC作成

活動内容 参加費等

•地域住民や保護者等の参画も得ながら、
多様な体験・活動の機会を提供

例）工作・制作、季節行事、昔遊び、

英語、運動 等

原則無料
材料費が必要な場合あり

体験プログラム

（週2回程度）

有料
(世帯年収に応じた減免有)

継続プログラム

（週1～2回程度）

•習い事等に相当する継続的な学びの機会
を提供

例）サッカー、ダンス、体操、かけっこ、英語、
プログラミング、科学実験 等

実施プログラム

千葉県 千葉市：千葉市アフタースクール

設置学校数の

更なる拡大を企図
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（再掲）事例紹介サマリー

本日は、これまでの研究会での議論に対し、大きく2つの視点から、各種事例をご共有した。
横断的な視点から、研究会での議論を深めていきたい

p.24 ④ 自治体・学校と民間をつなぐ人材の育成

p.17 ③ 支援の受け皿となる中間支援組織

⑤ 学びと社会の接点となる既存施設等の有効活用

• 外部組織の組成・活用（長野県みらい基金、海士町未来

投資基金、三豊市文化・スポーツ振興事業団、やまがたAI部）

• 内部人材・組織の変革（鎌倉市、加賀市）

• 教育者同士の交流（教育と探求社、こたえのない学校）

• 教育現場と外部交流（Teach for Japan、経済広報センター）

• 学校の複合施設化

（北海道安平町立早来学園、京都御池中学校）

• 学校施設の放課後活用（千葉市アフタースクール）

• ファンド運用モデル（神山まるごと高専）

• 公的資金の活用（PFI：千葉市少年自然の家、調和小学校、

PFS / SIB：池田市フリースクール、フィンランド 雇用支援）ｖ ｖ

p.7

p.11 教育分野への継続支援を促す コミュニケーション • インパクト評価（六本木アートナイト、高校生レストラン）② 教育分野への継続支援を促すコミュニケーション手法

① ソーシャルファイナンススキーム活用の可能性

❶ 教育分野における継続的な資金還流による持続性の向上

❷ 公教育と民間企業・団体が連携したエコシステム構築のための環境づくり

p.28
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